
（様式８）
企　画　提　案　書
令和６年　　月　　日
（宛先）四日市市長
　　　　　　　　　　　　　　　　　（代表企業）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業者名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名　　　　　　　　　　　　印
四日市市地域新電力会社の設立及び運営に係るパートナー事業者選定公募型プロポーザルについて、企画提案書を提出します。
	連絡先
	所在地
	〒


	
	担 当 部 署
	

	
	担当者職・氏名
	

	
	プレゼンテーション
出席者
	※変更があった場合は、連絡すること。
①
②
③

	
	電 話 番 号
	

	
	FAX番号
	

	
	電子メール
	


※企画提案書は、代表企業が提出すること。

	様式
	評価項目
	提出枚数

	９－１
	新会社の健全性
	２枚以内

	９－２
	新会社の事業運営能力
	２枚以内

	９－３
	エネルギー起源二酸化炭素排出量削減
	４枚以内

	９－４
	事業の収益性
	４枚以内

	９－５
	事業の継続性
	４枚以内

	９－６
	事業展開
	４枚以内


　※　提出の際には、各様式とも片面印刷で提出してください。

（様式９－１）
新会社の健全性

（注意書きは、提出時に削除してください。）
（様式９－２）
新会社の事業運営能力

（注意書きは、提出時に削除してください。）
（様式９－３）
エネルギー起源二酸化炭素排出量削減

（注意書きは、提出時に削除してください。）
（様式９－４）　　　
事業の収益性

（注意書きは、提出時に削除してください。）
（様式９－５）　　　
事業の継続性

（注意書きは、提出時に削除してください。）
（様式９－６）　
事業展開

（注意書きは、提出時に削除してください。）
（注）令和６年６月２６日に公告された「四日市市地域新電力会社の設立及び運営に係るパートナー事業者選定公募型プロポーザル」について、下表のとおり、Ａ４用紙を使用し、様式毎に指定された提出枚数で、簡潔に記載してください。








１．以下の内容を明らかにし、新会社の健全性について記載してください。





●パートナー事業者の資本金や直近の経営状況等からパートナー事業者の経営基盤の健全性を説明するとともに、新会社については、出資者の構成や出資金の調達方法、出資割合（議決権の保有率）について、その妥当性について説明すること。





（地域新電力会社設立時における資本金は、1,000万円を予定し、出資割合は本市が51％とする）





※パートナー事業者の経営状況等については、決算書（財務諸表等）等の資料を添付して経営基盤の健全性を簡潔に説明してください。（親会社等の連結会社がある場合は、連結会社の決算書（財務諸表等）等も添付すること。）





２．Ａ４用紙２枚以内とします。











１．以下の内容を明らかにし、新会社の事業運営能力について記載してください。





●令和７年４月１日から小売電気事業を開始するにあたり、会社設立から事業開始までのスケジュールが妥当で、小売電気事業を適正・スムーズに遂行できる体制であることを本市が地域新電力会社の設立に係る趣旨と目的に照らし、その事業スキームを提案すること。





※本市が地域新電力会社を設立する趣旨と目的は、実施要領「２．事業の目的」のとおりである。





●新会社の構成企業が適正に業務遂行できる体制であるか、これまでの地域新電力会社等で需給管理・調整業務に携わってきた経験や実績等を踏まえて、妥当性を説明すること。





※実績については、根拠資料を添付し、具体的に記載すること。





２．Ａ４用紙２枚以内とします。








１．以下の内容を明らかにし、エネルギー起源二酸化炭素排出量削減について記載してください。





●本市は、「四日市市地球温暖化対策実行計画（市役所編）（令和５年７月改定）」において、市の事務事業から排出されるエネルギー起源二酸化炭素排出量を、目標年度（2030年度）までに基準年度（2016年度）比で50％削減することとしており、それを見据えた上で、事業開始年度（2025年度）において、本市の事務事業から排出されるエネルギー起源二酸化炭素排出量が、基準年度(2016年度)と比較して、どの程度削減されるのか、以下の要件を明記し、電源構成を具体的に明示し提案すること。


また、目標年度（2030年度）を見据え、電力供給開始後の再生可能エネルギーや省エネルギー設備の導入手法や推進体制について提案すること。





【要件１】 エネルギー起源二酸化炭素排出量の算定は、環境省がHP上で公開している「地方公共団体実行計画（事務事業編）策定・実施マニュアル」に基づき、実排出係数（基礎排出係数）で行うこととし、新会社が電力を供給する対象施設のエネルギー起源二酸化炭素排出量を明記すること。


【要件２】 新会社が本市に供給する電力のうち、四日市市クリーンセンターから調達する電力以外の電力において、再生可能エネルギーをどの程度活用するのか比率（％）を明記すること。





※本算出式においては、新会社に供給する四日市市クリーンセンターの廃棄物発電の電力についても再生可能エネルギーと位置付けることとする。





２．Ａ４用紙４枚以内とします。











１．以下の内容を明らかにし、事業の収益性について記載してください。





（１）歳出の削減





　　　　事業開始年度の電気料金について、「様式９－３エネルギー起源二酸化炭素排出量削減」を考慮し、令和４年度（2022年度）と比較して、歳出削減効果（千円）を具体的に提案すること。








（２）歳入の確保


事業開始年度の四日市市クリーンセンターからの電力調達費（千円）を具体的に提案すること。





※なお、四日市市クリーンセンターからの電力調達は、令和７年４月からとする。





（３）妥当性


　　　　上記（１）（２）を考慮した上で、事業開始から５年間の事業の収益性を提案し、その妥当性を説明すること。また、市への寄付金等の収益の活用方法についても提案すること。





※新会社の事業開始から５年間の事業の収益性を提案するにあたり、その根拠となる財務諸表（損益計算書、貸借対照表、キャッシュフロー計算書）を年度ごとに添付してください。





２．Ａ４用紙４枚以内とします。（財務諸表を除く）








１．以下の内容を明らかにし、事業の継続性について記載してください。





●2020年度冬には、断続的な寒波による電力需要の大幅な増加と、ＬＮＧ在庫減少によるＬＮＧ火力の稼働抑制により電力需給が逼迫したため、結果として市場価格が高騰し、特に自己電源を持たない小売電気事業者の経営に大きな影響を与えたと言われている。また、近年の原油価格の高騰や世界的な政情不安が、地域新電力会社をはじめ小売電気事業者の経営に悪影響を与えているため、需給管理・調整業務上のリスク回避手段を提案し、その妥当性を説明すること。





●新会社に係る本市とパートナー事業者の責任分担については、実施要領「パートナー事業者に求める条件等（８）本市とパートナー事業者の責任分担」に記載のとおりであるが、基本的に本市は追加出資等を想定していないため、新会社の業務運営を受託することになるパートナー事業者には、負担すべきリスクを想定した上で、責任分担について提案し、その妥当性を説明すること。





●実施要領のとおり、新会社の設立金は1,000万円、本市の出資金額は510万円を想定している。


新会社の運営については、本市とパートナー事業者が協議の上、事業を推進していくことを想定しているため、どのような新会社の経営の仕組み、体制等を構築するのか提案すること。





２．Ａ４用紙４枚以内とします。








１．以下の内容を明らかにし、事業展開について記載してください。





●本市が地域新電力会社を設立する目的は、実施要領「２．事業の目的」のとおりである。事業開始当初は，新会社の業務を適正かつ安定して遂行することを最優先課題とするものであるが、中長期的には「2050年カーボンニュートラル」社会の実現に向けて、本市域における脱炭素化や電気の地産地消を図るべく事業を展開していきたいと考えている。


基本的には、本市とパートナー事業者で協議の上事業を進めていくことにはなるが、上記を踏まえて本事業の将来の事業展開、再生可能エネルギー・省エネルギーに係る推進方針及び地域特性を活かした地域の脱炭素化の推進等について、提案すること。





※なお、事業収益については、実施要領「５．パートナー事業者に求める条件等（７）利益活用の方針について」に記載のとおり





２．Ａ４用紙４枚以内とします。








